
創発的研究推進業務勘定



（単位：円）

資産の部

Ⅰ　流動資産

現金及び預金 107,393,589,568

未収収益 13,619,710

未収金 6,587,469

賞与引当金見返(注) 18,868,318

流動資産合計 107,432,665,065

Ⅱ　固定資産

１　投資その他の資産

長期性預金 36,100,000,000

投資その他の資産合計 36,100,000,000

固定資産合計 36,100,000,000

資産合計

負債の部

Ⅰ　流動負債

預り補助金等(注) 31,425,657,000

未払金 6,796,033

未払費用 271,797,259

預り金 3,394,576

引当金

賞与引当金 18,868,318

　　　流動負債合計 31,726,513,186

Ⅱ　固定負債

長期預り補助金等(注) 111,806,151,879

　　　　固定負債合計 111,806,151,879

負債合計

純資産の部

Ⅰ　資本金

政府出資金 0

　　　　資本金合計 0

Ⅱ　資本剰余金

資本剰余金 0

その他行政コスト累計額(注) 0

資本剰余金合計

Ⅲ　利益剰余金

当期未処分利益 0

（うち当期総利益 0 ）

利益剰余金合計 0

　純資産合計

負債・純資産合計

（注）これらは、独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目である。

143,532,665,065

0

0

143,532,665,065

貸　　借　　対　　照　　表
（令和５年３月31日）
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143,532,665,065



Ⅰ 損益計算書上の費用

業務費 25,668,287,479

一般管理費 241,293,624

　損益計算書上の費用合計 25,909,581,103

Ⅱ その他行政コスト 0

Ⅲ 行政コスト 25,909,581,103

行政コスト計算書

（単位：円）

（令和４年４月１日～令和５年３月31日）
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（単位：円）

経常費用

業務費

人件費 391,687,656

研究委託費 4,925,970,683

業務委託費 326,700

賃借料 40,804,915

水道光熱費 505,636

通信運搬費 3,429,558

旅費交通費 15,838,394

消耗品費 661,163

諸謝金 60,633,860

役務費 87,047,549

賞与引当金繰入 18,868,318

助成金 20,121,091,259

その他の業務経費 1,421,788 25,668,287,479

一般管理費

水道光熱費 316,370

役務費 240,977,254 241,293,624

　　経常費用合計 25,909,581,103

経常収益

補助金等収益(注) 25,396,471,723

賞与引当金見返に係る収益(注) 18,868,318

財務収益

受取利息 16,528,360 16,528,360

雑益 477,712,702

経常収益合計 25,909,581,103

経常利益 0

税引前当期純利益 0

当期純利益 0

当期総利益 0

（注）これらは、独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目である。

創発的研究推進業務勘定

損　　益　　計　　算　　書
（令和４年４月１日～令和５年３月31日）



創発的研究推進業務勘定 （単位：円)

うち当期
総利益

当期期首残高 0 0 0 0 0 － 0 0

当期変動額

Ⅰ　資本金の当期変動額

Ⅱ　資本剰余金の当期変動額

Ⅲ　利益剰余金の当期変動額

当期変動額合計 - - - - - - - -

当期末残高 0 0 0 0 0 0 0 0

純 資 産 変 動 計 算 書

（令和４年４月１日～令和５年３月31日）

Ⅰ資本金 Ⅱ資本剰余金 Ⅲ利益剰余金

純資産合計
資本金合計

資本剰余金
合計

当期未処分
利益資本剰余金

その他行政
コスト累計

額

利益剰余金
合計



Ⅰ 業務活動によるキャッシュ・フロー

業務活動に伴う人件費支出 △ 407,860,092

業務活動に伴うその他経費支出 △ 25,250,316,365

一般管理活動に伴うその他経費支出 △ 1,242,467

補助金等収入 58,740,466,000

その他の収入 477,712,702

　　　小　　計 33,558,759,778

利息の受取額 4,215,827

法人税等の支払額 △ 11,083

業務活動によるキャッシュ・フロー 33,562,964,522

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △ 191,200,000,000

定期預金の払戻による収入 153,400,000,000

有価証券の取得による支出 △ 7,800,000,000

有価証券の売却による収入 15,600,000,000

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 30,000,000,000

Ⅲ 資金増加額 3,562,964,522

Ⅳ 資金期首残高 25,630,625,046

Ⅴ 資金期末残高 29,193,589,568

キャッシュ・フロー計算書
（令和４年４月１日～令和５年３月31日）

（単位：円）創発的研究推進業務勘定



（単位：円）

Ⅰ　当期未処分利益 0

当期総利益 0

Ⅱ　利益処分額

積立金 0

0

創発的研究推進業務勘定

利益の処分に関する書類



注　記　事　項

Ⅰ．重要な会計方針

１ ．引当金の計上基準

 賞与引当金

２ ．消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税込方式によっている。

Ⅱ．重要な債務負担行為

重要な債務負担行為は、3,984,524,940円である。

Ⅲ．重要な後発事象

　該当なし

Ⅳ．

１ ．行政コスト計算書関係

独立行政法人の業務運営に関して国民の負担に帰せられるコスト 

行政コスト 円

自己収入等 円

円

２ ．キャッシュ・フロー計算書関係

（１）資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳

現金及び預金勘定 円

定期預金 円

資金期末残高 円

　当事業年度より、改訂後の「『独立行政法人会計基準』及び『独立行政法人会計
基準注解』」（令和３年９月21日改訂）並びに「『独立行政法人会計基準』及び
『独立行政法人会計基準注解』に関するＱ＆Ａ」（令和４年３月最終改訂）（以
下、独立行政法人会計基準等という）のうち、時価の算定に係る改訂内容を適用し
て、財務諸表等を作成している。
　なお、独立行政法人会計基準等のうち、収益認識に係る改訂内容は令和５事業年
度から適用する。

25,909,581,103

△494,241,062

△ 78,200,000,000

25,415,340,041

29,193,589,568

　職員の賞与の支給に備えるため、賞与支給見込額のうち、当事業年度に負
担すべき金額を計上している。
　職員の賞与については、翌事業年度に創発的研究推進基金補助金により財
源措置がなされるため、賞与引当金と同額を賞与引当金見返として計上して
いる。

独立行政法人の業務運営に関して
国民の負担に帰せられるコスト

固有の表示科目の内容その他独立行政法人の状況を適切に開示するた

めに必要な会計情報

107,393,589,568

　キャッシュ・フロー計算書における資金は、手元現金、随時引き出し可能

な預金からなっている。



（２）重要な非資金取引

該当なし

３ ．金融商品の時価等について

（１）金融商品の状況に関する事項

　創発的研究推進業務勘定においては、独立行政法人通則法第47条の規定等

に基づき、預金等に限定した運用を行っている。

（２）金融商品の時価等に関する事項

　期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次

のとおりである。また、預金は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近

似することから、注記を省略している。

（単位：円）

（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明

　金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性

に応じて、以下の三つのレベルに分類している。

レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）

相場価格により算定した時価

レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能

なインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価

　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、

それらのインプットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先

順位が最も低いレベルに時価を分類している。

①長期性預金

期間に基づく区分ごとに、将来キャッシュ・フローを市場金利で割り引いて

時価を算定しており、レベル２の時価に分類している。

４ ．固有の表示科目について

 助成金

科学技術・イノベーション創出の活性化に関する法律（平成20年法律第63号）第27条の2に基

づく特定公募型研究開発業務として、創発的研究推進基金の活用により実施する機

構法第23条第1項第6号に掲げる業務に係る助成額

計上額
時価

3,429,551①長期性預金 36,100,000,000 36,103,429,551

差額
貸借対照表



附　属　明　細　書

創発的研究推進業務勘定

１．固定資産の取得、処分、減価償却費（「第87 特定の資産に係る費用相当額の会計処理」及び「第91 資産除去債務に係る特定の除去費用等の会計処理」による減価償却相当額も含む。）
　　及び減損損失累計額の明細

（単位：円）

（注）　固定資産の当期増減額の主な内容は、次のとおりである。
・長期性預金

満期が1年以内となったことによる減 円
満期が1年を超える定期預金の運用による増 円

36,100,000,000-                 - -                 

-                 36,100,000,000投資その他の資産 長期性預金 33,900,000,000 36,100,000,000 33,900,000,000 36,100,000,000 -                 

計 33,900,000,000 36,100,000,000 33,900,000,000 36,100,000,000

- -                 

-                 

減価償却累計額

33,900,000,000
36,100,000,000

差引当期末残高 摘　　要
当 期 償 却 額 当 期 減 損 額

減損損失累計額資 産 の 種 類 期 首 残 高 当 期 増 加 額 当 期 減 少 額 期 末 残 高



２ ．引当金の明細

賞与引当金の明細

（単位：円）

３ ．運営費交付金以外の国等からの財源措置の明細

（１）補助金等の明細
（単位：円）

（２）長期預り補助金等の明細
（単位：円）

４ ．役員及び職員の給与の明細

（注）１．職員給与基準の概要

　　　　　国立研究開発法人科学技術振興機構職員給与規程に基づき支給。

　　　２．報酬又は給与における支給人員数は、年間平均支給人員を記載。

　　　３．損益計算書の人件費には、上記給与の他に法定福利費等が含まれる。

　　　　　（法定福利費等：49,547千円）

　　　４．（　）は、非常勤の職員に対するもので、外数である。

　　　５．計数は切り捨てしていることから、合計は一致しないことがある。

29,353,445,641

区  分 期首残高

職 員
(83,250) (21) (-)

計

当期増加額

0

37

区　分
報　酬　又　は　給　与 退 　職 　手 　当

82,452,706,238 29,353,445,641

支給人員（人）

(-)

273,335 37 - -

支給額（千円） 支給人員（人） 支給額（千円）

(-)

111,806,151,879

0
創 発 的 研 究 推 進
基 金 補 助 金

273,335 -

82,452,706,238 29,353,445,641

-

0

0

111,806,151,879

合 計
(83,250) (21) (-)

当期減少額 期末残高 摘要

29,387,020,359計 58,740,466,000 0 0 0

29,387,020,359

区  分 当 期 交 付 額

創 発 的 研 究 推 進
基 金 補 助 金

58,740,466,000

資本剰余金
建設仮勘定

見返補助金等
資産見返
補助金等

29,353,445,64100 0

長期預り
補助金等

摘要
収益計上

左の会計処理内訳

預り補助金等

当 期 減 少 額
期首残高

当 期
増 加 額

期末残高 摘要

賞 与 引 当 金 14,445,636 18,868,318 14,445,636 0 18,868,318

目 的 使 用 そ の 他
区  分



　　

５ ．開示すべきセグメント情報

　　セグメント情報は、勘定区分と同一のため省略している。

６ ．上記以外の主な資産、負債、費用及び収益の明細

現金及び預金の明細

（単位：円）

７ ．重要な債務負担行為の明細

（単位：円）

No

1 令和4年度委託研究契約（240件）

2 令和3年度委託研究契約（208件）

内 容 ( 件 数 ) 契約額 うち翌期以降支払額

4,546,678,500 2,102,267,700

6,258,610,020 1,882,257,240

合  　計　(　　448件　　) 10,805,288,520 3,984,524,940

合 計 107,393,589,568

普 通 預 金 29,193,589,568

定 期 預 金 78,200,000,000

内 訳 金 額
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